秘密保持契約書について
秘密情報は秘密に保ってこそ価値（経済的価値，技術的価値等）があります。第三者に漏洩してしまっては多くの場合，無価値になってしまいます。そこで，秘密を教える（開示するといいます）場合，秘密情報の漏洩を防止するために相手方と秘密保持契約（NDA：Non-Disclosure Agreement）を結ぶ必要があります。
秘密保持を定める条項は身近なところでは雇用契約，企業の就業規則等にありますし，工場見学の際には見聞した秘密情報を漏洩しないという誓約書にサインを求められたりします。知的財産の分野ではノウハウ契約，共同研究開発契約，特許権等のライセンス契約などに秘密保持条項が含まれます。そして共同研究開発を行うかどうかを検討する際，ライセンス交渉時等，秘密情報（データ）を相手に（または相互に）開示することが必要となるときに秘密保持契約が結ばれます。
ここに示す秘密保持契約書（秘密保持及び目的外使用禁止の契約書），覚え書のひな型は，医師が企業に自分のアイデアを開示し，企業がそのアイデアに基づいて医療機器を製造（製品化）するかどうかを検討するという場面を想定して作成されております。医療機器を製品化するという結論に達した場合，企業と医師がその医療機器の共同（研究）開発に進み，製品化しないと判断した場合には契約が終了するというストーリ展開です。
秘密保持が要求される場面に応じて秘密保持契約書の具体的条文を大なり小なり変更することが必要となります。秘密保持契約には次の２本の柱があることを知っていただければ，このひな型を自在に応用することができると思います。
1） 秘密保持義務
2） 目的外使用禁止義務
まずは，秘密保持契約の目的を具体的に考えてみることから始めましょう。
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